
貸 借 対 照 表
　

(令和３年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
〔資 産 の 部〕 〔負 債 の 部〕
流 動 資 産 14,615,345 流 動 負 債 5,009,574
現 金 及 び 預 金 6,965,481 買 掛 金 2,112,638
受 取 手 形 18,091 電 子 記 録 債 務 330,921
電 子 記 録 債 権 208,244 1年以内返済予定の長期借入金 1,050,034
売 掛 金 4,953,802 未 払 金 819,420
有 価 証 券 201,440 未 払 費 用 86,819
商 品 67,736 未 払 法 人 税 等 230,938
製 品 1,491,346 預 り 金 13,396
原 材 料 222,105 前 受 収 益 14,000
仕 掛 品 306,949 賞 与 引 当 金 266,201
貯 蔵 品 7,233 そ の 他 85,203
前 払 費 用 64,638 固 定 負 債 2,252,618
未 収 入 金 107,686 長 期 借 入 金 1,485,000
そ の 他 2,088 繰 延 税 金 負 債 235,162
貸 倒 引 当 金 △1,500 退 職 給 付 引 当 金 363,279

固 定 資 産 9,318,965 長 期 未 払 金 27,486
有形固定資産 5,716,325 長 期 預 り 金 141,690
建 物 820,300 負 債 合 計 7,262,192
構 築 物 295,598 〔純 資 産 の 部〕
機 械 装 置 2,085,039 株 主 資 本 15,629,909
土 地 2,283,863 資 本 金 825,000
建 設 仮 勘 定 52,430 資本剰余金 383,132
そ の 他 179,093 資 本 準 備 金 383,132

無形固定資産 72,748 利益剰余金 14,426,620
ソ フ ト ウ ェ ア 69,847 利 益 準 備 金 206,250
そ の 他 2,901 その他利益剰余金 14,220,370

投資その他の資産 3,529,891 配当平均準備金 150,000
投 資 有 価 証 券 2,296,300 固定資産圧縮積立金 111,877
関 係 会 社 株 式 37,298 別 途 積 立 金 10,546,971
関 係 会 社 出 資 金 629,521 繰越利益剰余金 3,411,521
長 期 前 払 費 用 31,202 自 己 株 式 △4,843
保 険 積 立 金 503,564 評価・換算差額等 1,042,209
そ の 他 33,504 その他有価証券評価差額金 1,042,209
貸 倒 引 当 金 △1,500 純 資 産 合 計 16,672,118
資 産 合 計 23,934,310 負債・純資産合計 23,934,310

　



損 益 計 算 書
　

（令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで） (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 16,964,973

売 上 原 価 13,760,058

売 上 総 利 益 3,204,914

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,505,205

営 業 利 益 699,708

営 業 外 収 益 391,247

受 取 利 息 及 び 配 当 金 311,811

雑 収 入 79,435

営 業 外 費 用 33,372

支 払 利 息 26,297

雑 損 失 7,074

経 常 利 益 1,057,584

特 別 利 益 262,500

投 資 有 価 証 券 売 却 益 261,824

固 定 資 産 売 却 益 675

特 別 損 失 4,074

固 定 資 産 除 却 損 4,074

税 引 前 当 期 純 利 益 1,316,009

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 284,728

法 人 税 等 調 整 額 △8,743 275,985

当 期 純 利 益 1,040,024

　



株主資本等変動計算書

（令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

当 期 首 残 高 825,000 383,132 206,250

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金取崩額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額)

当 期 変 動 額 合 計 － － －

当 期 末 残 高 825,000 383,132 206,250

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

配当平均準備金 固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 150,000 112,667 10,546,971 2,482,945

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金取崩額 △790 790

剰 余 金 の 配 当 △112,238

当 期 純 利 益 1,040,024

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額)

当 期 変 動 額 合 計 － △790 － 928,576

当 期 末 残 高 150,000 111,877 10,546,971 3,411,521

　



(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △4,369 14,702,597 667,216 15,369,814

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金取崩額 － －

剰 余 金 の 配 当 △112,238 △112,238

当 期 純 利 益 1,040,024 1,040,024

自 己 株 式 の 取 得 △473 △473 △473

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額)

374,992 374,992

当 期 変 動 額 合 計 △473 927,311 374,992 1,302,304

当 期 末 残 高 △4,843 15,629,909 1,042,209 16,672,118

　



個 別 注 記 表
　

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有 価 証 券

　 ① 満期保有目的の債券

　 償却原価法（定額法）

② 子 会 社 株 式

　 移動平均法による原価法

　 ③ その他有価証券

時価のあるもの

決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) 棚 卸 資 産

　 ① 商品・製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 ② 貯 蔵 品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産 （リース資産を除く）

定額法によっております。主な耐用年数は、建物が20～38年、機械装置が８年であります。

(2) 無形固定資産 （リース資産を除く）

定額法によっております。主な耐用年数は、ソフトウェアが５年であります。

(3) 長 期 前 払 費 用

定額法によっております。

(4) リ ー ス 資 産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金

従業員の賞与の支給に充当するため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 退 職 給 付 引 当 金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から、当事業年度末にお

ける確定拠出年金制度を利用した年金資産相当額を控除した額を計上しております。

　



４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　(1) ヘッジ会計

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権については、振当処理を行っております。

　(2) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
　(3) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

〔貸借対照表に関する注記〕
１. 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
２. 担保に供している資産とこれに対応する債務は次のとおりです。
(1) 担保提供資産

投 資 有 価 証 券 652,389千円

(2) 対応債務

１年以内返済予定
の 長 期 借 入 金

105,000千円

長 期 借 入 金 165,000

３. 圧縮記帳額
福井県企業立地奨励補助金
による圧縮記帳額

土 地 355,363千円

エネルギー多消費型設備天然ガス化
推進補助金による圧縮記帳額

機 械 装 置 26,644

４. 減価償却累計額 有 形 固 定 資 産 24,033,662千円
５. 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 774,808千円

短 期 金 銭 債 務 336,635

　



〔損益計算書に関する注記〕
１. 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
２. 関係会社との取引高 営業取引による取引高

売 上 高 2,071,132千円

仕 入 高 2,645,740

営 業 取 引 以 外 の
取 引 に よ る 取 引 高

受 取 利 息 135千円
受 取 配 当 金 243,712

３. 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりです。
一 般 管 理 費 481,130千円

当 期 製 造 費 用 3,202

計 484,333

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

２．当事業年度末の発行済株式の種類および総数

　 普通株式 15,000,000株

３．当事業年度末における自己株式の種類および株式数

　 普通株式 37,254株

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決 議 配当金の総額 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

令和２年６月29日

定時株主総会
74,831千円 ５円00銭 令和２年３月31日 令和２年６月30日

令和２年11月12日

取締役会
37,406千円 ２円50銭 令和２年９月30日 令和２年12月15日

計 112,238千円

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

令和3年6月23日開催の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を次のとおり提案しており

ます。

① 配当金の総額 187,034千円

② １株当たり配当額 12円50銭

③ 基準日 令和３年３月31日

④ 効力発生日 令和３年６月24日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　



〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産の発生の原因は、主に、賞与引当金、棚卸資産評価損、退職給付引当金の否認等であ

ります。また、繰延税金負債の発生の原因は、主にその他有価証券評価差額金であります。

　

〔関連当事者との取引に関する注記〕
１. 法人主要株主

属 性
会社等の
名 称

議決権の
所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

主要株主
株式会社
ダイセル

被所有
18.7％

所有
0.2％

当社製品の販
売及び工業製
品の購入

製品の販売及
び原材料の購
入

(注１)

販売額
86,645千円

購入額
6,585千円

売掛金

買掛金

42,010千円

2,255千円

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上

で決定しております。
２．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示してお

ります。

２. 子会社

属 性
会社等の
名 称

議決権の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

DAIHACHI
CHEMICAL
SINGAPORE
PTE LTD

被所有
－

所有
100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)

1,878,150千円 売掛金 726,990千円

子会社
大八化工
（常熟)有
限公司

被所有
－

所有
100.0％

常熟製品の
購入及び当
社製品の販
売
資金の貸付

製品の購入
(注)
製品の販売
(注)
利息の受取

購入額
2,645,740千円
販売額

192,982千円
受取利息

135千円

買掛金

売掛金

336,635千円

47,817千円

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で

決定しております。

　



３. 役員及び個人主要株主

属 性
会社等の

名称又は氏名

議決権の
所有(被所
有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役 員 北村 和夫
被所有

0.3％
当社監査役
北村化学産業株式会社代表取締役

製・商品の販売
及び原材料
の購入

(注１)

販売額
2,330,708千円
購入額
103,772千円

売掛金

買掛金

743,755千円

11,757千円

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上

で決定しております。
２．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示してお

ります。
３．上記の取引は、第三者のためにする取引であり、役員との直接の取引はありません。

　



〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については安全性に配慮し、有利な運用に努めることとしており、また、銀行

等金融機関からの借入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に

行いリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について

は半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は設備投資資金(長期)であり、長期借入金の金利変動リスクに対しては固定金利取

引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　令和3年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません。

（注2参照）
(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 6,965,481 6,965,481 －

(2) 受取手形 18,091 18,091 －

(3) 電子記録債権 208,244 208,244 －

(4) 売掛金 4,953,802

　 貸倒引当金 △1,500

4,952,302 4,952,302 －

(5) 有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券 201,440 201,610 169

　 ②その他有価証券 2,256,711 2,256,711 －

資産計 14,602,271 14,602,441 169

(6) 買掛金 (2,112,638) （2,112,638) －

(7) 電子記録債務 （330,921) (330,921) －

(8) 未払金 (819,420) （819,420) －

(9)長期借入金（1年内返済予定を含む） (2,535,034) （2,522,161) 12,872

負債計 (5,798,013) （5,785,141) 12,872

　



(※) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。
　 (注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)受取手形、(3)電子記録債権（4）売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

(5) 有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引
金融機関から提示された価格によっております。

(6) 買掛金、(7)電子記録債務、(8)未払金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

(9) 長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 (単位：千円)

区分 貸借対照表計上額

投資有価証券(非上場株式) 39,589

関係会社株式 37,298

関係会社出資金 629,521

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把
握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

　

〔１株当たり情報に関する注記〕
１. １株当たり純資産額 1,114円24銭

２. １株当たり当期純利益 69円50銭

　


